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会員、地域の被害状況

国土交通省東北整備局と 連携国土交通省東北整備局との連携

被害自治体への対応被害自治体への対応

被災関連事業

今後について



国土交通省との連携国 交通省 連携
 ２００５災害協定

協定に伴う出動要請と受託事業の業務停止命令協定に伴う出動要請と受託事業の業務停止命令

（１）北上川堤防の工事の振動による事業損失

（２）仙台、三陸事務所管内の法面崩壊の用地測量

 復旧、復興事業に伴う補償問題に対する検討

（１）用地調査について（地殻変動による基準点の移動）

（２）建物の補償について（被災建物の効用の有無）（２）建物の補償について（被災建物の効用の有無）

（３）営業補償について（得意先喪失補償の震災の影響）



補償関連事業補償関連事業
 仙台市 損壊家屋解体・撤去管理業務（2億5千万円）

環境庁 環境庁

除染等の処置に必要な土地等の関係人調査業務

（１次 ４６百万円 ２次 １１億８２百万円）

 東京電力

財物（土地、建物等）の賠償に関する相談等対応業

務の補助業務務の補助業務

 国土交通省 三陸道用地調査等業務 （149キロ）

 国土交通省 三陸沿岸道路事業管理業務 （ＰＰＰ） 国土交通省 三陸沿岸道路事業管理業務 （ＰＰＰ）







今後について今後
 世界遺産平泉 中尊寺 山田貫首

 国民の生命財産を守る社会資本、公共事業

 平常時、緊急時の協会、業界の対応について


